
2021 年 3 月 29 日 各      位 会 社 名 丸 全 昭 和 運 輸 株 式 会 社 代表者名  代表取締役社⻑  浅 井 俊 之    （コード番号 9068 東証市場第一部） 問合せ先   関連事業部⻑  志 田 岳 磨       （電話 045-671-5784）   
連結子会社４社間の吸収合併及び商号変更に関するお知らせ   当社は、2020 年 11 月 9 日開催の取締役会において、当社連結子会社である丸全京浜物流株式会社が、同じく当社連結⼦会社である丸全⿅島物流株式会社、丸全中部物流株式会社、丸全関⻄物流株式会社を吸収合併（以下、「本合併」といいます。）することを決議し、下記のとおり手続を進めておりました。2021 年 3 月 29 日開催の取締役会において、存続会社の役員について決議し、2021 年 4月 1 日を効力発生日として、本合併及び存続会社の商号変更を行うこととなりましたのでお知らせいたします。  記 1. 合併の目的 第７次中期経営計画の重点施策の「企業基盤の強化」における「グループ会社の再編」の一環として、トラック子会社の合併により、当社トラック事業の経営効率の向上を図るものです。  2. 合併の要旨 （１） 日程 合併契約承認取締役会       2020 年 11 月 9 日 合併契約締結日          2020 年 12 月 4 日 合併承認株主総会  丸全京浜物流株式会社      2020 年 11 月 24 日  丸全鹿島物流株式会社      2020 年 11 月 24 日  丸全中部物流株式会社      2020 年 11 月 25 日  丸全関⻄物流株式会社      2020 年 11 月 26 日 商号変更承認取締役会       2021 年 3 月 8 日 存続会社役員承認取締役会     2021 年 3 月 29 日 合併期日（効力発生日）      2021 年 4 月 1 日（予定） （２） 合併方式 本合併は、丸全京浜物流株式会社を存続会社、丸全鹿島物流株式会社、丸全中部物流株式会社及び丸全関⻄物流株式会社を消滅会社とする吸収合併⽅式です。  



（３） 合併に係る割当ての内容 当社の完全子会社間の合併であるため、新株式の発行及び金銭等の割当てはありません。 （４） 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 該当事項はありません。  3. 合併当事者の概要  存続会社 消滅会社 （1）名称 丸全京浜物流 株式会社 丸全鹿島物流 株式会社 丸全中部物流 株式会社 丸全関⻄物流 株式会社 （2）本店所在地 横浜市旭区上川井町1964 番地 茨城県神栖市砂山2774 番地 23 名古屋市中川区 東起町二丁目 8 番地 1 神⼾市東灘区⿂崎浜町28 番地 （3）代表者の 役職・氏名 代表取締役社⻑ 竹内利尚 代表取締役社⻑ 深石隆生 代表取締役社⻑ 豊田康介 代表取締役社⻑ 萱野⻯茂 （4）事業内容 物流事業 物流事業 物流事業 物流事業 （5）資本金 250 百万円 130 百万円 70 百万円 150 百万円 （6）設立年月日 2002 年 2 月 28 日 2002 年 2 月 28 日 2002 年 2 月 28 日 2002 年 2 月 28 日 （7）発行済株式数 5,000 株 2,600 株 1,400 株 3,000 株 （8）大株主及び 持株比率 丸全昭和運輸 株式会社 100% 丸全昭和運輸 株式会社 100% 丸全昭和運輸 株式会社 100% 丸全昭和運輸 株式会社 100% （9）直前事業年度の財政状態及び経営成績 決算期 2020 年 3 月期 2020 年 3 月期 2020 年 3 月期 2020 年 3 月期 純資産 241,753千円 198,232千円 94,703千円 183,386千円 総資産 588,261千円 333,979千円 191,747千円 401,607千円 売上高 1,364,231千円 565,260千円 414,860千円 728,951千円 営業利益 14,968千円 41,948千円 26,369千円 30,905千円 経常利益 23,178千円 44,637千円 26,680千円 31,404千円 親会社株主に帰属する当期純利益 44,792千円 32,300千円 17,942千円 24,895千円  4. 合併後の状況 （1）名称 丸全トランスポート株式会社 （2）本店所在地 横浜市旭区上川井町 1964 番地 （3）代表者の 役職・氏名 代表取締役社⻑ 嶋田良二 （4）事業内容 物流事業 （5）資本金 250 百万円 （6）設立年月日 2021 年 4 月 1 日 （7）発行済株式数 5,000 株 （8）大株主及び 持株比率 丸全昭和運輸株式会社 100％ 



5. 今後の見通し  本合併は、当社の連結子会社間の合併であるため、連結業績に与える影響は軽微です。 以  上    


